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半期報告書提出予定日   平成 19 年 12 月 21 日          
  

（百万円未満切捨て） 
１．平成 19 年 9 月中間期の業績（平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9 月 30 日） 
(1)経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円     ％ 百万円    ％ 百万円     ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

5,055   35.0 
3,743   54.2 

△540      ―
△264    ―

△503      ― 
1  △98.1 

 △566      ―
108 △20.9

19 年 3 月期 10,155   62.1 15  △97.8 265  △49.2 303  △59.4
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

  円  銭 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

△0   56 
0   10 

―
―

19 年 3 月期 0   29 ―
(参考) 持分法投資損益  19 年 9 月中間期 225 百万円  18 年 9 月中間期 ―百万円  19 年 3 月期 ―百万円 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

12,653 
15,060 

11,370 
12,104 

89.9 
80.4 

11   20
11   85

19 年 3 月期 13,683 12,140 88.7 11   96
(参考) 自己資本 19 年 9 月中間期 11,370 百万円 18 年 9 月中間期 12,104 百万円 19 年 3 月期 12,140 百万円 
 
(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

△168 
 ― 

△396 
― 

△224 
― 

1,708 
― 

19 年 3 月期 ― ― ― ― 

（注）平成 19 年 3月 14 日付で、連結子会社の株式会社ＥＳＰＡは解散しており又、株式会社エスジーエヌ、株式会社ウ

イッツ、株式会社プレイメイト及び株式会社なごみ設計については、平成 19 年 3 月 30 日付で全株式を売却した為、連結

子会社が存在しなくなったことに伴い、当期より単体のみの財務内容となっております。従いまして前中間会計期間及び

前事業年度のキャッシュ・フローの状況は作成しておりません。 

 
２．配当の状況 

１株当たり配当金 
（基準日） 

中間期末 期末 年間 

 円 銭  円 銭  円 銭

19 年 3 月期 ― 0.2 0.2 

20 年 3 月期 ―  

20 年 3 月期（予想）  0.1 
0.1 
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３．20 年 3月期の業績予想（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3月 31 日） 
（％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 
当期純利益 

 百万円      ％ 百万円     ％ 百万円      ％ 百万円         ％ 円   銭

通 期 9,850  △3.0 275   ― 300    13.2 230   △24.0 0    22

 
４．その他 
(1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事
項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有  
② ①以外の変更   有  

〔(注)詳細は、18 ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
 
(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 
19 年 9 月中間期  1,020,698,682 株 18 年 9 月中間期  1,020,698,682 株  19 年 3 月期  1,020,698,682 株 

② 期末自己株式数    
   19 年 9 月中間期      5,857,391 株 18 年 9 月中間期       341,664 株 19 年 3 月期     5,848,506 株 
 (注) 1 株当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる株式数については、25 ページ「１株当たり情報」をご覧く
ださい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を

含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料の3ページをご参照下さい。 



（株）エス・サイエンス（5721） 平成 20 年 3月期 中間決算短信（非連結） 

3 

Ⅱ 定性的情報・財務諸表等 

1. 経営成績 

 （1）経営成績に関する分析 

当中間会計期間における我が国経済は、期後半に世界的な株安と円高の進行から企業業績に対する不

安感もありましたが、堅調な設備投資等から、概ね安定した景気が持続しました。 

当社における当中間会計期間の業績は、不動産事業は順調に推移しましたが、当社の主力であるニッ

ケル事業におきまして、高騰を続けておりましたＬＭＥ価格が、5 月下旬より下落傾向になり、6 月に

ロンドン金属取引所がレンディング規制を変更したことから急落し、8月には最高値の半値以下となっ

たため売上及び収益は、当初の予想を大きく下回り、赤字計上となりました。又、教育事業部におきま

しても、コストの削減を図りましたが僅かに及ばず赤字計上となりました。 

 

この結果、売上高 50 億 55 百万円（前中間売上高 37 億 43 百万円）、営業損失 5億 40 百万円（前中間

営業損失 2 億 64 百万円）、経常損失 5 億 3 百万円（前中間経常利益 1 百万円）、当中間純損失 5 億 66

百万円（前中間純利益１億 8百万円）となりました。
 

 

   各事業別の売上高は、ニッケル事業につきましては、前年同期に比べ販売価格が上昇したことにより、

売上高は 31 億 62 百万円となりました。（前年同期比 45.6％増）
 

   不動産業及び関連事業につきましては、販売用物件の売却が順調に推移したため販売及び賃貸収入等

で 11 億 4 百万円の売上となりました。（前年同期比 146.8％増）
 

   教育事業につきましては、関東地区の事業譲渡により売上が減少し、7億 88 百万円となりました。（前

年同期比 29.6％減） 

   環境事業及び特別事業につきましては、営業活動を進めましたが成約に至らず、売上の計上はできま

せんでした。
 

 

   なお、当社が開発を進めております排気ガス浄化装置につきましては、「ディーゼルトラックＮＯｘ

－ＰＭ排気ガス浄化装置」のテストを平成 19 年 7 月 17 日～19 日に東京都環境科学研究所で行った結

果、国土交通省の定めるＮＯｘ－ＰＭほか全項目の規制値をクリアーし、8 月下旬より 10 トン車によ

る 3万 kｍの実走行耐久テストに入っております。12 月末にはテスト走行が終了する見込みで、その後

耐久性能の確認後、国土交通省の装置認定が取得出来次第、販売に入る予定であります。 

 

 （通期の見通し） 

    通期の見通しにつきましては、ニッケル事業におきましては、今後もＬＭＥ価格及び為替の大きい変

動が予想されるため、それに対応する仕入れと販売のバランスを取りつつ経費削減を図り、収益を確保

する営業に努めてまいります。 

不動産事業におきましては、金融の停滞と改正建築基準法施行による建築の落込みがみられ、今後の

不動産取引には不安定要素が大きく不透明な部分がありますので、慎重に営業活動を進めてまいります。 

   教育事業におきましては、生徒数の確保と人件費を含め一段と徹底したリストラを図り、業績改善に

努めてまいります。 

   環境事業におきましては、当社コンポスト化システムの特長である高い減量率・臭気が少ない等の優

位性をアピールし、商社・建設会社等とも連携し、受注に向け営業活動を強化してまいります。 

 

以上により平成 20 年 3 月期の通期業績予想につきましては、売上高 98 億 50 百万円、営業利益 2億

75 百万円、経常利益 3億円、当期純利益 2億 30 百万円を予想しております。 
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（2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

   当中間会計期間末における資産総額は、前事業年度に比べ 10 億 30 百万円減少し、126 億 53 百万円

（前事業年度比△7.5％）となりました。    
内訳は流動資産 48 億 52 百万円（前事業年度比△15.3％）、固定資産 78 億 1 百万円（前事業年度比△

1.9％）であります。 

    
負債合計は、前事業年度に比べ 2億 60 百万円減少し 12 億 83 百万円（前事業年度比△16.8％）とな

りました。内訳は流動負債 3億 59 百万円（前事業年度比△37.3％）、固定負債 9億 23 百万円（前事業

年度比△4.7％）であります。 

 

   この結果、純資産合計は、前事業年度に比べ 7億 70 百万円減少し、113 億 70 百万円（前事業年度比

△6.3％）となりました。
 

 

  ②キャッシュ・フローの状況
    当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、17 億 8 百万円となり、

前事業年度末比 7 億 89 百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとお

りであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は、1億 68 百万円となりました。 

主な内訳は、有価証券の取得による支出等であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果得使用した資金は、3億 96 百万円となりました。 

主な内訳は、貸付による支出等であります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、2億 24 百万円となりました。 

   主な内訳は、配当金の支払による支出と借入金の返済による支出等であります。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移
 

 平成 16 年 

3 月期 

平成 17 年 

3 月期 

平成 18 年 

3 月期 

平成 19 年 

3 月期 

平成 19 年 

9 月中間期 

自己資本比率（％） 30.4 57.7 81.1 88.7 89.9

時価ベースの自己資本比率

（％） 
137.2 101.2 348.1 185.4 144.4

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
― ― ― ― ―

インタレスト・ガバレッ

ジ・レシオ（倍） 
― ― ― ― ―

 （注） 1. 上記指標の算出方法 

自己資本比率：自己資本／総資産
 

        時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

     3. 当社は有利子負債がありませんので、キャッシュ・フロー対有利子負債比率、インタレスト・ガバ

レッジ・レシオは記載をしておりません。 
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（3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当
 

 当社は株主各位への利益還元を経営の最重要政策と位置づけており、今後もさらに経営の改善と 

業務の効率化に努め、企業価値を高めていく所存であります。 

    以上の配当方針に基づき、期末配当金につきましては、売上の減少と減益になるため、誠に遺憾で

はございますが、現時点では 0.1 円と予定させていただきます。 

 

（4）事業等のリスク 

    当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

（非鉄金属市況及び為替の変動） 

当社の事業の一つでありますニッケル事業の製品については、ロンドン金属取引所（ＬＭＥ）の相 

場に決定される国際市況商品であるため、国際市況の変動を大きく受け、また為替変動の影響を受け

ます。このため、常に適正な在庫の確保に努めリスクの軽減を図っておりますが、非鉄金属の市況が

当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 
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2.企業集団の状況 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社エス・サイエンス）、子会社 1 社（非連

結会社）及び関連会社 1社で構成され、主な事業の内容は、ニッケル事業、不動産業及び関連事業、教育

事業、環境事業及び特別事業を営んでおります。 

    

区    分 主要製品等 

ニッケル事業 ニッケル地金及びニッケル塩類の販売 

不動産業及び関連事業 
土地、建物の売買、仲介及び賃貸 

建設工事、建設資材の販売 

教育事業 学習塾の経営 

環境事業 コンポスト化システム装置の販売 

特別事業 コンサルタント業務等 

 

事業系統図は下記のとおりです。 

 

得意先 顧客 
 

      製品  

  

   

当社 

 

ニッケル 

事 業 

 

不動産業

及び 

関連事業 

教育事業 環境事業
特 別 

事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非連結子会社 

 志村産業（株） 

          

持分法適用関連会社 

（株）東理ホールディングス 
仕入先 

 

非鉄金属 

（注）当社グループは、平成 19 年 3月 14 日付で連結子会社の株式会社ＥＳＰＡは解散しており又、株式

会社エスジーエヌ、株式会社ウイッツ、株式会社プレイメイト及び株式会社なごみ設計については、平成

19 年 3 月 30 日付で全株式を売却した為、連結子会社が存在しておりません。 
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3. 経営方針 

（1）会社の経営の基本方針 

当社は、ニッケル事業、不動産事業、教育事業を中心に経営しておりますが、環境事業等における

コンポスト化システムの販売に加え、「排気ガス浄化装置」の開発への取り組みにより、経営の多角

化を推進し各事業の積極的な活動により企業価値を高め、株主、顧客、従業員並びに社会にとって価

値ある企業となることを目指しております。 

 

（2）目標とする経営指標 

当社は、収益の向上と財務体質の強化を経営目標とし、全社一丸となり事業の改革と業績向上に

取り組んでおり、その結果 2期連続で黒字を達成し配当を実施いたしました。 

 今後も、各事業部門の改革とより活発な営業活動により、黒字体質の確立と維持を目指し、安定配 

当の継続を目標としております。 

 

（3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、厳しい環境の下でも安定的な利益を確保できる事業構造・体制を目指し積極的な展開をお

こなっております。 

又、研究開発活動におきましては、「排気ガス浄化装置」の認定取得を目指し、早期営業開始に向

け取組んでおります。 

  

（4）会社の対処すべき課題 

当社は、平成 18 年 3 月に株式会社フェリックスを吸収合併した際に、株式会社東京証券取引所の

「猶予期間入り」となっておりますが、当該期間中に「株券上場審査基準に準じて同取引所が定める

基準」に適合できるよう全力を挙げて対処する所存であります。 
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4.中間財務諸表
(1)中間貸借対照表

金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比
％ ％ ％

Ⅰ 流動資産
1 現金及び預金 131,417 1,708,438 2,498,194
2 受取手形 1,109,137 479,709 856,808
3 売掛金 282,992 576,310 633,032
4 営業未収入金 61,303 58,885 76,339
5 有価証券 160,681 232,227 128,810
6 不動産業土地建物 2,164,160 732,800 812,352
7 たな卸資産 430,864 274,560 391,015
8 預け金 55,782 56,715 56,474
9 関係会社短期貸付金 2,065,500 442,165 40,865
10 その他 274,031 293,028 241,300
11 貸倒引当金 △ 3,550 △ 2,680 △ 3,660
流動資産合計 6,732,320 44.7 4,852,163 38.3 5,731,533 41.9

Ⅱ 固定資産
1 有形固定資産
① 建物及び構築物 563,165 427,312 486,857
② 機械及び装置 11,299 9,623 10,698
③ 土地 404,853 404,853 404,853
④ その他 54,972 33,372 36,479
有形固定資産合計 1,034,290 6.9 875,161 6.9 938,888 6.9

2 無形固定資産
① のれん ― 7,312 9,750
② 借地権 20,200 19,880 20,032
③ ソフトウェア 26,993 19,013 22,783
④ その他 43,913 31,725 31,725
無形固定資産合計 91,107 0.6 77,932 0.6 84,291 0.6

3 投資その他の資産
① 投資有価証券 187,004 161,684 170,096
② 関係会社株式 6,626,376 6,308,438 6,363,676
③ 出資金 14,900 15,400 14,900
④ 従業員長期貸付金 10,053 8,165 8,165
⑤ 関係会社長期貸付金 198,560 ― ―
⑥ 敷金保証金 278,894 289,745 293,984
⑦ その他 136,249 120,747 134,551
⑧ 貸倒引当金 △ 249,560 △ 56,080 △ 56,090
投資その他の資産合計 7,202,478 47.8 6,848,100 54.2 6,929,284 50.6
固定資産合計 8,327,876 55.3 7,801,195 61.7 7,952,464 58.1
資産合計 15,060,197 100.0 12,653,358 100.0 13,683,998 100.0

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年9月30日） （平成19年9月30日） （平成19年3月31日）

（資産の部）

前中間会計期間末 当中間会計期間末

区分

8



(株)エス・サイエンス（5721）　平成20年3月期　中間決算短信(非連結）

金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比
％ ％ ％

Ⅰ 流動負債
1 買掛金 38,371 16,005 24,813
2 関係会社短期借入金 1,050,000 ― ―
3 短期借入金 380,000 ― ―
4 1年以内返済予定長期借入金 30,000 50,000 30,000
5 未払金 36,515 47,162 106,503
6 未払費用 148,903 90,351 128,996
7 未払法人税等 36,692 29,833 37,334
8 前受金 38,815 13,730 42,651
9 賞与引当金 5,641 5,877 6,001
10 未成工事受入金 ― 79,300 79,300
11 預り金 123,555 15,109 88,273
12 未払消費税 ― 12,020 29,772
13 その他 102,540 297 287
流動負債合計 1,991,034 13.2 359,687 2.8 573,934 4.2

Ⅱ 固定負債
1 長期借入金 846,000 796,000 846,000
2 退職給付引当金 60,791 65,387 63,674
3 役員退職慰労引当金 57,602 62,012 59,422
4 繰延税金負債 29 53 263
固定負債合計 964,423 6.4 923,452 7.3 969,359 7.1
負債合計 2,955,458 19.6 1,283,140 10.1 1,543,294 11.3

Ⅰ 株主資本
1 　資本金 10,000,000 66.4 10,000,000 79.0 10,000,000 73.0
2 　資本剰余金
　その他資本剰余金 1,600,451 1,600,440 1,600,451
　資本剰余金合計 1,600,451 10.6 1,600,440 12.6 1,600,451 11.7
3 　利益剰余金
（1）利益準備金 31,000 52,000 31,000
（2）その他利益剰余金
　繰越利益剰余金 519,958 △ 75,985 714,964
　利益剰余金合計 550,958 3.7 △ 23,985 △ 0.1 745,964 5.5
4 　自己株式 △ 35,213 △ 0.2 △ 194,753 △ 1.5 △ 194,594 △ 1.4
　株主資本合計 12,116,195 80.5 11,381,701 90.0 12,151,820 88.8

Ⅱ 評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金 △ 11,456 △ 0.1 △ 11,483 △ 0.1 △ 11,116 △ 0.1
　評価・換算差額等合計 △ 11,456 △ 0.1 △ 11,483 △ 0.1 △ 11,116 △ 0.1
　純資産合計 12,104,739 80.4 11,370,217 89.9 12,140,704 88.7
　負債及び純資産合計 15,060,197 100.0 12,653,358 100.0 13,683,998 100.0

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年9月30日） （平成19年9月30日） （平成19年3月31日）

前中間会計期間末 当中間会計期間末

（負債の部）

(純資産の部)

区分
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（株）エス・サイエンス（5721）　平成20年3月期　中間決算短信（非連結）

(2)中間損益計算書

金額（千円） 百分比 金額（千円） 百分比 金額（千円） 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売上高 3,743,830 100.0 5,055,705 100.0 10,155,883 100.0

Ⅱ 売上原価 3,446,238 92.1 5,176,214 102.4 8,902,556 87.7

売上総利益（△損失） 297,592 7.9 △ 120,508 △ 2.4 1,253,326 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 562,110 15.0 419,747 8.3 1,237,773 12.2

営業利益（△損失） △ 264,517 △ 7.1 △ 540,256 △ 10.7 15,552 0.2

Ⅳ 営業外収益

1 受取利息 10,310 3,515 20,187

2 受取配当金 249,877 39,004 250,228

3 土地賃貸料 ― 7,539 6,247

4 その他 25,199 2,231 27,152

営業外収益計 285,387 7.6 52,291 1.0 303,815 3.0

Ⅴ 営業外費用

1 支払利息 5,544 ― 18,500

2 手形売却損 ― ― 16,093

3 遊休土地関連費用 ― ― 10,325

4 その他 13,679 15,536 9,173

営業外費用計 19,224 0.5 15,536 0.3 54,092 0.5

経常利益（△損失） 1,645 0.0 △ 503,501 △ 10.0 265,276 2.6

Ⅵ 特別利益

1 前期損益修正益 ― ― 51,224

2 固定資産売却益 3,500 ― 4,500

3 貸倒引当金戻入益 9,666 1,040 ―

4 投資有価証券売却益 51,623 ― 51,623

5 投資有価証券評価益 13,387 ― ―

6 子会社株式売却益 ― ― 14,939

7 債務免除益 ― ― 19,000

8 事業譲渡益 ― ― 35,915

9 土地買戻し時発生差額金 54,318 ― 54,318

10 その他 38,058 6,000 26,794

特別利益計 170,555 4.6 7,040 0.1 258,316 2.5

Ⅶ 特別損失

1 減損損失 ― 46,582 ―

2 前期損益修正損 ― 321 38,270

3 合併関連費用 6,784 ― 6,784

4 投資有価証券評価損 ― 7,835 17,481

5 事業所撤退関連費用 18,411 3,773 42,218

6 支払立退料 21,682 ― ―

7 建設事業縮小関連損失 ― ― 94,809

8 その他 3,917 7,372 2,145

特別損失計 50,796 1.4 65,885 1.3 201,710 2.0

税引前中間(当期)純利益（△純損
失）

121,404 3.2 △ 562,346 △ 11.1 321,882 3.2

法人税、住民税及び事業税 12,794 0.3 4,633 0.1 18,266 0.2

中間(当期)純利益（△純損失） 108,610 2.9 △ 566,979 △ 11.2 303,616 3.0

(自　平成18年4月 1日
　至　平成19年3月31日)

前事業年度の

区分

要約損益計算書前中間会計期間 当中間会計期間

(自　平成18年4月 1日
　至　平成18年9月30日)

(自　平成19年4月 1日
　至　平成19年9月30日)
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（株）エス・サイエンス（5721）　平成20年3月期　中間決算短信（非連結）

（3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

資本剰余金

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

10,000,000 1,600,610 ― 748,518 △ 18,873 12,330,254

剰余金の配当（注） 31,000 △ 337,170 △ 306,170

中間純利益 108,610 108,610

自己株式の取得 △ 159 △ 16,340 △ 16,499

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

― △ 159 31,000 △ 228,560 △ 16,340 △ 214,059

10,000,000 1,600,451 31,000 519,958 △ 35,213 12,116,195

36,985 36,985 12,367,239

剰余金の配当（注） △ 306,170

中間純利益 108,610

自己株式の取得 △ 16,499

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

△ 48,441 △ 48,441 △ 48,441

△ 48,441 △ 48,441 △ 262,500

△ 11,456 △ 11,456 12,104,739

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

平成18年9月30日残高（千円）

項目

項目

平成18年3月31日残高（千円）

中間会計期間中の変動額

平成18年3月31日残高（千円）

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

平成18年9月30日残高（千円）

その他有価証券評価差額金
純資産合計

評価・換算差額等

評価・換算差額等合計

株主資本

利益剰余金

利益準備金
資本金 その他資本

剰余金

自己株式 株主資本合計

11



（株）エス・サイエンス（5721）　平成20年3月期　中間決算短信（非連結）

当中間会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日）

資本剰余金

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

10,000,000 1,600,451 31,000 714,964 △ 194,594 12,151,820

利益準備金 21,000 △ 21,000 ―

剰余金の配当（注） △ 202,970 △ 202,970

中間純損失 △ 566,979 △ 566,979

自己株式の取得 △ 10 △ 158 △ 169

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

― △ 10 21,000 △ 790,949 △ 158 △ 770,119

10,000,000 1,600,440 52,000 △ 75,985 △ 194,753 11,381,701

△ 11,116 △ 11,116 12,140,704

利益準備金 ―

剰余金の配当（注） △ 202,970

中間純損失 △ 566,979

自己株式の取得 △ 169

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

△ 367 △ 367 △ 367

△ 367 △ 367 △ 770,486

△ 11,483 △ 11,483 11,370,217

（注）平成19年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

平成19年9月30日残高（千円）

純資産合計
評価・換算差額等

評価・換算差額等合計その他有価証券評価差額金

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

中間会計期間中の変動額

平成19年3月31日残高（千円）

項目

平成19年3月31日残高（千円）

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

平成19年9月30日残高（千円）

株主資本

項目
資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他資本
剰余金

利益準備金

12



（株）エス・サイエンス（5721）　平成20年3月期　中間決算短信（非連結）

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

資本剰余金

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

10,000,000 1,600,610 ― 748,518 △ 18,873 12,330,254

剰余金の配当（注） 31,000 △ 337,170 △ 306,170

当期純利益 303,616 303,616

自己株式の取得 △ 175,952 △ 175,952

自己株式の処分 △ 159 231 72

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

― △ 159 31,000 △ 33,554 △ 175,721 △ 178,434

10,000,000 1,600,451 31,000 714,964 △ 194,594 12,151,820

36,985 36,985 12,367,239

剰余金の配当（注） △ 306,170

当期純利益 303,616

自己株式の取得 △ 175,952

自己株式の処分 72

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△ 48,101 △ 48,101 △ 48,101

△ 48,101 △ 48,101 △ 226,535

△ 11,116 △ 11,116 12,140,704

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

平成19年3月31日残高（千円）

純資産合計

平成18年3月31日残高（千円）

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計（千円）

項目
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年3月31日残高（千円）

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計（千円）

平成19年3月31日残高（千円）

株主資本

項目
資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他資本
剰余金

利益準備金

13



（株）エス・サイエンス（5721）　平成20年3月期　中間決算短信（非連結）

1 △ 562,346

2 減価償却費 40,655

3 減損損失 46,582

4 投資有価証券評価損 7,835

5 撤退関連費用 3,773

6 前期損益修正損 321

7 その他の特別損失 7,372

8 その他の特別利益 △ 6,000

9 受取利息 △ 3,515

10 受取配当金 △ 39,004

11 雑損失 15,536

12 賞与引当金の減少額 △ 124

13 退職引当金の増加額 1,713

14 役員退職慰労引当金の増加額 2,590

15 貸倒引当金の減少額 △ 990

16 442,178

17 仕入債務の減少額 △ 8,808

18 196,007

19 有価証券の増加額 △ 103,417

20 前渡金の増加額 △ 35,000

21 前払費用の増加額 △ 27,492

22 未収入金の減少額 9,312

23 預け金の増加額 △ 241

24 その他の流動資産の減少額 1,452

25 未払金の減少額 △ 67,853

26 未払費用の減少額 △ 38,645

27 預り金の減少額 △ 73,164

28 前受金の減少額 △ 28,921

29 未払消費税の減少額 △ 17,751

30 その他 48,665

小計 △ 189,282

31 39,004

32 44

33 法人税等支払額 △ 18,266

△ 168,498

1 △ 4,626

2 貸付による支出 △ 400,000

3 出資金の取得による支出 △ 500

4 その他の投資の回収による収入 9,820

5 その他の投資の取得による支出 △ 1,334

△ 396,640

1 借入金の返済による支出 △ 30,000

2 配当金の支払による支出 △ 194,457

3 自己株式の取得による支出 △ 158

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ合計 △ 224,616

△ 789,755

2,498,194

1,708,438

　　　　　　　　　　　

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末残高

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ合計

固定資産の取得による支出

Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高

Ⅲ．財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

Ⅳ．現金及び現金同等物の減少額

金額（千円）

Ⅰ．営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

売上債権の減少額

Ⅱ．投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

配当金の受取額

営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ合計

たな卸資産の減少額

税金等調整前中間純損失

区分

利息の受取額

(4)中間ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書

  至 平成19年9月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年4月 1日

14
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日）

当中間会計期間 

（自 平成 19 年 4 月 1 日 

 至 平成19年 9月 30日） 

前事業年度 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日）

1.資産の評価基準及

び評価方法 

（1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

②売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平

均法により算定） 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（2）たな卸資産 

①製品、原材料及び仕掛品 

（ニッケル事業） 

先入先出法に基づく低価

法 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他の事業） 

先入先出法に基づく原価

法 

②貯蔵品 

先入先出法に基づく原価

法 

③不動産業土地建物及び未

成工事支出金 

 個別法に基づく原価法 

（1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社 

株式 

同  左 

②売買目的有価証券 

  同  左 

 

③その他有価証券 

 時価のあるもの 

  同  左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同  左 
（2）たな卸資産 

①製品、原材料及び仕掛品 

（ニッケル事業） 

同  左 

 

（会計方針の変更） 

 ニッケル事業における低価

法は、従来期末日のＬＭＥ価

格及び為替をもって評価し

ておりましたが、当事業年度

より期末月のＬＭＥ価格及

び為替それぞれの平均値を

もって評価する方法に変更

いたしました。 

（その他の事業） 

同  左 

 

②貯蔵品 

同  左 

 

③不動産業土地建物及び未

成工事支出金 

同  左 

（1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

同  左 

②売買目的有価証券 

同  左 

 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

同  左 
（2）たな卸資産 

①製品、原材料及び仕掛品 

（ニッケル事業） 

同  左 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他の事業） 

同  左 

 

②貯蔵品 

同  左 

 

③不動産業土地建物及び未

成工事支出金 

同  左 

2.固定資産の減価償

却の方法 

（1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10

年4月1日以降に取得した建

物（附帯設備は除く）につい

ては定額法）を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

(1)有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(1)有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 



（株）エス・サイエンス（5721） 平成 20 年 3月期 中間決算短信（非連結） 

16 

建物および構築物 

10 年～50 年 

機械装置及び運搬具 

2 年～10 年 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける見込利用期間（5年）に

基づいております。 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成 19

年4月1日以降に取得した有

形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しており

ます。 

これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

（追加情報） 

法人税法改正に伴い、当中

間会計期間より、平成 19 年

3 月 31 日以前に取得した有

形固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取

得価額の5％に到達した会計

年度の翌会計年度より、取得

価額の5％相当額と備忘価額

（1円）との差額を 5年間に

わたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しておりま

す。 

この変更による損益に与え

る影響は軽微であります。 

（2）無形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）無形固定資産 

同  左 

 

3.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額

のうち当中間会計期間対応

分を計上しております。 

(3)退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付

(1)貸倒引当金 

  同  左 

 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

同  左 

 

 

 

(3)退職給付引当金 

同  左 

(1)貸倒引当金 

同  左 

 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額

のうち当事業年度対応分を

計上しております。 

(3)退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付
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に備えるため、当事業度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給 

に充てるため、取締役会の内

規に基づき当中間会計期間

末における要支給額を計上

しております。 

 

 

 

 

 

 

(4)役員退職慰労引当金 

同  左 

に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見

込額に基づき、計上しており

ます。 

 

 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、取締役会の内

規に基づき当事業年度末に

おける要支給額を計上して

おります。 

4.リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。 

同  左 同  左 

5.中間キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金の範囲 

―  中間キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手元現金、

随時引き出し可能な現金及

び容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得

日から 3 か月以内に償還期

限及び満期の到来する短期

投資からなっております。 

― 

6.その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式を採用

しております。 

(2)不動産業土地建物のうち

一定基準をこえる特定物件

にかかわる借入金利息を当

該たな卸資産の取得価額に

算入する方法を採用してお

ります。 

(1)消費税等の会計処理 

同  左 

 

 

(2)  同  左  

 

 

 

 

 

(1)消費税等の会計処理 

同  左 

 

 

(2)  同  左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 

（自 平成 19 年 4 月 1 日 

 至 平成 19 年 9 月 30 日） 

前事業年度 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日企業会計基準第5号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成 17年 12

月 9 日企業会計基準適用指針第 8

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年 8月11日 企業会計

基準第 1号）及び「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成 18 年 8 月 11 日 

企業会計基準適用指針第 2号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は 12,104 百万円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

― 貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成 17 年

12 月 9 日企業会計基準第 5 号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成 17年 12

月 9 日企業会計基準適用指針第 8

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 最終

改正平成18年 8月11日 企業会計

基準第 1号）及び「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成 18 年 8 月 11 日

企業会計基準適用指針第 2号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は 12,140 百万円で

あります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成し

ております。 

（企業結合に係る会計基準等） 

当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会平

成 15 年 10 月 31 日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会平成 17 年 12 月 27 日企

業会計基準第 7号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会平成 17 年 12 月 27 日 企業

会計基準適用指針第 10 号）を適用

しております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

― （企業結合に係る会計基準等） 

当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会平成 15

年 10 月 31 日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会平成 17 年 12 月 27 日企業会計

基準第 7号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成 18 年 12 月 22 日 企

業会計基準適用指針第 10 号）を適

用しております。 
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   財務諸表等規則の改正による財

務諸表の表示に関する変更は以下

のとおりであります。 

（貸借対照表） 

 当事業年度より、営業権を「のれ

ん」として表示しております。 

 なお、前事業年度において、営業

権は、貸借対照表の無形固定資産

「その他」に 14,625 千円含まれて

下ります。 

（損益計算書） 

 前事業年度までは独立科目で掲

記していた売上高の内訳で不動産

関連売上高と教育関連売上高は、事

業の多様化に伴い区分掲記が困難

となったため、当事業年度より「そ

の他」の売上高に含めて表示するこ

とに変更しました。 

― （損益計算書） 

低価法を適用しているニッケル事

業のたな卸資産について、従来低価

法適用による評価損を営業外費用に

計上しておりましたが、期間損益計

算をより適正に表示するため、当中

間会計期間より売上原価に含めて表

示しております。 

この結果、従来の方法によった場

合に比較して、売上総利益、営業利

益はそれぞれ 124,056 千円減少して

おります。 

― 

 

 

（追加情報） 

前中間会計期間 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 

（自 平成 19 年 4 月 1 日 

 至 平成 19 年 9 月 30 日） 

前事業年度 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

当中間会計期間末において資金

運用方針を変更したことにより、そ

の他有価証券を売買目的有価証券

に変更しております。この保有目的

の変更により、投資有価証券が

23,060 千円減少し、有価証券が同

額増加しております。 

― 当事業年度において資金運用方

針を変更したことにより、その他有

価証券を売買目的有価証券に変更

しております。この保有目的の変更

により、投資有価証券が 23,060 千

円減少し、有価証券が同額増加して

おります。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）                                                                

項     目 
前中間会計期間末 

(平成 18 年 9月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 19 年 9月 30 日) 

前事業年度末 

(平成 19 年 3月 31 日) 

1.有形固定資産減価償却 

累計額 

2.担保資産及び担保負債 

（1）担保に供している 

資産 

土地 

（2）上記に対応する 

 債務 

1 年以内返済予定 

長期借入金 

 長期借入金 

 

 

3.受取手形割引高 

 

 

4.金融機関休業日におけ

る中間期末日満期手形の

処理 

773,050 千円

394,579 千円

30,000 千円

846,000 千円

手形割引高 176,910 千円

 

 

中間会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理しております。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であっ

たため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計

期間末残高に含まれてお

ります。 

受取手形  177,146 千円 

697,036 千円

394,579 千円

50,000 千円

796,000 千円

 

 

 ― 

 

 

中間会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理しております。 

なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であっ

たため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計

期間末残高に含まれてお

ります。 

受取手形  137,970 千円 

679,044 千円

394,579 千円

30,000 千円

846,000 千円

手形割引高 686,875 千円

期末日満期手形の会計

処理については、手形交換

日をもって決済処理して

おります。
 

なお、当期末日が金融機関

の休日であったため、次の

期末日満期手形が、期末残

高に含まれております。 

受取手形  133,190 千円
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（中間損益計算書関係）                                  

項     目 

前中間会計期間 

( 自 平成 18 年 4月 1 日 

 至 平成 18 年 9月 30 日)

当中間会計期間 

(自 平成 19 年 4月 1 日 

  至 平成 19 年 9 月 30 日)

前事業年度 

( 自 平成 18 年 4月 1 日 

 至 平成 19 年 3月 31 日)

1. 営業外収益「その他」

の主要なもの 

2. 営業外費用「その他」

の主要なもの 

3. 特別利益の「その他」

の主要なもの 

 

 

 

4. 特別損失の「その他」

の主要なもの 

 

5. 減価償却費 

 

 

6. 固定資産売却益 

 

 

 

 

7. 減損損失 

土地賃貸料   5,968 千円

 

― 

 

― 

 

 

 

 

― 

 

 

有形固定資産 30,389 千円

無形固定資産 5,659 千円

過年度に資産評価損を

計上した磁石事業に関す

る機械装置の売却による

ものであります。 

 

― 

旅行会社斡旋料 1,788 千円

 

売上割引   9,096 千円

 

特別利益のその他に計上

している 6,000 千円は、業

務委託契約解除による合意

解約解決金であります。 

 

会員権評価損 

       6,000 千円

 

有形固定資産 20,947 千円

無形固定資産  6,359 千円

 

― 

 

 

 

 

当中間会計期間におい

て、当社は、以下の資産グ

ループについて、減損損失

を計上しました。 

用途 種類 場所 
減損損失

（千円）

事務所・

教室
建物

大阪府

大阪市
46,582

当社は、事業セグメントを

基本単位として資産をグル

ーピングしており、教育事

業については、教室毎を基

本単位としてグルーピング

を行っております。 

上記は、時価（正味売却価

額）が取得原価に比べ著し

く下落したため、46,582 千

円の減損損失を計上しまし

た。なお、回収可能額は正

味売却価額により測定して

おり、建物は固定資産税評

価額を参考に算定しており

ます。 

― 

― 

― 

 

 

― 

有形固定資産 61,679 千円

無形固定資産 12,858千円

 

機械及び装置の売却に

よるものであります。 

 

 

 

― 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

 

前中間会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

1. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 130,630 212,659 1,625 341,664

 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元株式の買取りによる増加   200,000株 

単元未満株式の買取りによる増加 12,659株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の売却による減少  1,625 株 

2. 配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

1 株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 18年 6月 29日 

定時株主総会 
普通株式 306,170 0.3 平成18年 3月31日 平成18年6月29日

 

 

当中間会計期間（自 平成 19 年 4月 1日 至 平成 19 年 9月 30 日） 

1. 発行済株式数の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 1,020,698,682 ― ― 1,020,698,682

 

2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 5,848,506 9,885 1,000 5,587,391

 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 9,885株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の売却による減少  1,000 株 

 

3. 配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

1 株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 19年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 202,970 0.2 平成19年 3月31日 平成19年6月28日
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前事業年度（自 平成 18 年 4 月 1日 至 平成 19 年 3 月 31 日） 

 

1.自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 130,630 5,719,501 1,625 5,848,506

 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

      取締役会決議による取得       5,500,000株 

単元株式の買取りによる増加   200,000株 

単元未満株式の買取りによる増加 19,501株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の売却による減少   1,625 株 

2. 配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

1 株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 18年 6月 29日 

定時株主総会 
普通株式 306,170 0.3 平成18年 3月31日 平成18年6月29日

 

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 

( 自 平成 18 年 4 月 1 日 

 至 平成 18 年 9 月 30 日) 

当中間会計期間 

(自 平成 19 年 4 月 1 日 

  至 平成 19 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

( 自 平成 18 年 4 月 1 日 

  至 平成 19 年 3月 31 日) 

― 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲載されている科

目の金額との関係 

（平成 19 年 9 月 30 日現在）

（千円）

現金及び預金     1,708,438 

現金及び現金同等物   1,708,438 

― 

 

 

 

（リース取引関係） 

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成 18 年 9 月 30 日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（1）子会社株式 

（2）関連会社株式 

―

6,288,438

―

9,548,100

―

3,259,661

計 6,288,438 9,548,100 3,259,661

 

 

当中間会計期間末（平成 19 年 9 月 30 日） 

1.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 中間貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（1）子会社株式 

（2）関連会社株式 

―

6,288,438

―

3,819,240

―

△2,469,198

計 6,288,438 3,819,240 △2,469,198

2.その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 

（千円） 

中間貸借対照表計上額 

（千円） 

差額 

（千円） 

（1）株式 

（2）その他 

―

2,621

―

2,690

―

69

計 2,621 2,690 69

3.時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額 

（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 158,993

 158,993

 

 

前事業年度末（平成 19年 3 月 31 日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（1）子会社株式 

（2）関連会社株式 

―

6,288,438

―

5,728,860

―

△559,578

計 6,288,438 5,728,860 △559,578

 

（デリバティブ取引） 

  前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係） 

  前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても該当事項はありません。 
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（持分法損益等）                                    

前中間会計期間 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 

（自 平成 19 年 4 月 1 日 

     至 平成 19 年 9月 30 日）

前事業年度 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

   至  平成 19 年 3月 31 日） 

― 関連会社に対する投資の金額 

6,288,438 千円

持分法を適用した場合の投資の金

額 

4,145,821千円

持分法を適用した場合の投資利益

の金額 

225,716 千円

― 

 

（１株当たり情報）                                    

前中間会計期間 

（自 平成 18 年 4 月 1 日 

 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 

（自 平成 19 年 4 月 1 日 

   至 平成 19 年 9月 30 日）

前事業年度 

（自 平成 18 年 4 月  1 日 

    至  平成 19 年 3月 31 日）

1株当たり純資産額     11.85 円 

1 株当たり中間純利益    0.10 円 

なお、潜在株式調整後 1株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

1 株当たり純資産       11.20 円 

1 株当たり中間純損失  0.56 円 

なお、潜在株式調整後 1株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

1 株当たり純資産額    11.96 円

1 株当たり当期純利益   0.29 円

なお、潜在株式調整後 1株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

 

 

（注）1株当たり中間（当期）純利益（純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前中間会計期間 

 ( 自  平成 18 年 4月 1 日

  至 平成18年 9月30日)

当中間会計期間 

 ( 自  平成 19 年 4月 1 日

   至 平成19年 9月30日)

前事業年度 

( 自 平成 18 年 4月 1 日

   至 平成19年 3月31日)

1 株当たり中間（当期） 

純利益（純損失）金額 
   

中間（当期）純利益 

（△純損失）（千円） 
108,610 △566,979 303,616

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）

純利益（△純損失）（千円） 
108,610 △566,979 303,616

普通株式の期中平均株式数 1,020,550 千株 1,015,681 千株 1,018,552 千株

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後 1 株

当たりの中間（当期）純

利益の算定に含まれなか

った潜在株式の概要 

当中間会計期間におい

て、潜在株式が存在しな

いため記載をしておりま

せん。 

当中間会計期間におい

て、潜在株式が存在しな

いため記載をしておりま

せん。 

当事業年度末におい

て、潜在株式が存在しな

いため記載をしておりま

せん。 
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（重要な後発事象） 

  前中間会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日） 

   該当事項はありません。 

 

  当中間会計期間（自 平成 19 年 4月 1日 至 平成 19 年 9月 30 日） 

   建設事業の廃止に伴い平成 19年 8 月 3日に国土交通省に廃止届けを提出し、平成 19 年 10 月 10 日付で受理 

をされております。 

 

  前事業年度  （自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 19 年 3月 31 日） 

   該当事項はありません。 

 

 

5.生産、受注及び販売の状況 

（1）生産の実績 

                                                （単位：千円） 

当中間会計期間 

( 自 平成 19 年 4 月 1 日 

   至 平成 19 年 9 月 30 日) 
事業の種類別セグメントの名称 

金額 構成比（％） 

ニッケル事業 2,849,500 100.0 

（注）1.金額は、販売価格によっております。 

   2.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)  受注状況 

   見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。 

 

(3) 販売の実績   

                                             （単位：千円） 

当中間会計期間 

( 自 平成 19 年 4 月 1 日 

    至 平成 19 年 9 月 30 日) 
事業の種類別セグメントの名称 

金額 構成比（％） 

ニッケル事業 3,162,289 62.5 

不動産業及び関連事業 1,104,920 21.9 

教育事業 788,495 15.6 

環境事業 ― ― 

特別事業 ― ― 

合計 5,055,705 100.0 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 


